様式第１号（第６条関係）
令和　　年　　月　　日
教育旅行宿泊誘致促進事業助成金 交付申請書
（提出先）

公益財団法人　横浜観光コンベンション・ビューロー理事長
申請者
所在地


〒


事業者・企業名　






代表者名　　　　　　　　　　　　　（押印省略）
　担当者名
TEL 　　　　　　　　 FAX 　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
教育旅行宿泊誘致促進事業助成金交付要綱第６条の規定に基づき、関係書類を添えて次のとおり助成金の交付を申請します。
１　学校名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学年　　　　　　　　　　　　　　
２　催行日　　令和　　 年　 　月 　　日　から　令和　　 年　 　月 　　日まで
３　市内観光施設等の利用予定施設名　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　宿泊施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　当財団賛助会員
５　参加予定児童・生徒数　　1泊目　　　　　　人　２泊目　　　　　　人　３泊目　　　　　　人　　　
※一催行あたり30人以上の場合助成対象とします。但し、特別支援学校については人数条件を設定しません。
※横浜市内で宿泊する泊数分のみ記載してください。
６　申請金額　　　￥５０，０００.－　
【添付書類】 (1)  教育旅行日程表（様式自由：市内有料観光施設等1施設以上の利用が確認できるもの）
様式第３号（第８条関係）
令和　　年　　月　　日

教育旅行宿泊誘致促進事業助成金　事業計画変更申請書

（提出先）

公益財団法人　横浜観光コンベンション・ビューロー理事長

所在地


〒


事業者・企業名　






代表者名　　　　　　　　　　　　　（押印省略）
　担当者名
TEL 　　　　　　　　 FAX 　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
下記のとおり申請内容を変更したいので、教育旅行宿泊誘致促進事業助成金交付要綱第８条に基づき、申請します。

１　助成金の交付決定年月日

令和　　年　 　　月 　　　日
２　既に交付決定を受けている教育旅行事業内容

　　　　催行日　　　令和　　 年　 　月 　　日　から　令和　　 年　 　月 　　日まで　

　　　
　参加児童・生徒数（延べ宿泊者人数）　　　　　　　　人　
学校名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学年　　　　　　　　　　　　　
　　　　










３　変更の内容（日付・人数等、具体的に記載してください）





４　添付書類 

(1) 教育旅行日程表（様式自由：市内有料観光施設等1施設以上の利用が確認できるもの）
様式第４号（第９条関係）　　　

教育旅行宿泊誘致促進事業助成金　中止届出書
令和　　年　　月　　日
公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー

理事長　布留川　信行　様


所在地


〒


事業者・企業名　






代表者名　　　　　　　　　　　　　（押印省略）
　担当者名
TEL 　　　　　　　　 FAX 　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和 　年　月　日付で申請した、教育旅行宿泊誘致促進事業助成金の助成対象事業を、次の理由により中止いたしますので、教育旅行宿泊誘致促進事業助成金交付要綱第９条に基づき申請します。

	学校名／学年
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　年

	交付申請額

又は交付決定額
	　　　　　　　　　￥　　　　 　　　　　　　.-

	中止の理由
（重複可）
	[image: image1.wmf]新型コロナウイルス感染拡大により


[image: image2.wmf]緊急事態宣言・まん延防止等重点措置

等の影響により


[image: image3.wmf]その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
＊その他の場合、詳細に記載ください。

	中止後の対応
（重複可）
	[image: image4.wmf]方面変更

どの方面（エリア）へ変更されましたか
[image: image7.wmf]日帰り旅行や他形式での旅行・イベントへの変更

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
どの方面（エリア）やどのような内容ですか。
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）[image: image5.wmf]ツアー自体の中止


[image: image6.wmf]その他

＊その他の場合、詳細に記載ください。
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


様式第５号（第10条）
令和　　年　　月　　日

教育旅行宿泊誘致促進事業助成金　実績報告書
（提出先）

公益財団法人　横浜観光コンベンション・ビューロー理事長
所在地


〒


事業者・企業名　






代表者名　　　　　　　　　　　　　（押印省略）
　担当者名
TEL 　　　　　　　　 FAX 　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
標記の事業が下記のとおり実施されましたので、教育旅行宿泊誘致促進事業助成金交付要綱第10条の規定により、関係書類を添えて提出します。

１　催行日　　　　　　　令和　　 年　 　月 　　日　から　令和　　 年　 　月 　　日まで　
２　学校名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学年　　　　　　　　　　　　　

３　市内観光施設等の利用施設名　 　　　　　　　　　　　　　　 　／　 　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　 　／　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　
４　宿泊施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　参加児童・生徒数実績　　1泊目　　　　　　人　２泊目　　　　　　人　３泊目　　　　　　人　　　
※横浜市内で宿泊した泊数分のみ記載してください。
６　助成申請金額　　　￥５０，０００.－

【添付書類】 (1) 教育旅行日程表（様式自由：市内有料観光施設等1施設以上の利用が確認できるもの）
　　　　　　（2）市内宿泊施設利用証明書(様式第６号　※PDF形式にて添付)
[image: image8.wmf]日帰り旅行や他形式での旅行・イベントへの変更


様式第６号（第10条関係）
申請事業者・企業名
　　　　　　　　　　　　　　　　様

市内宿泊施設利用証明書
	学校名
	
	学年
	

	宿泊数

（期間）
	　　　　泊

（令和　　　　年　　月　　日　～　令和　　　年　　月　　日）

	宿泊者数
※宿泊された日数分のみ
記載してください。
	１泊目
	２泊目

	
	児童又は生徒

	　
人

	児童又は生徒
	人

	
	３泊目
	

	
	児童又は生徒

	　
人

	


上記のとおり、宿泊したことを証明します。

　令和　　　　年　　　月　　　日

　　　　住　　所

　　　　宿泊施設名

　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　（事業者社印）


様式第８号（第12条）
令和　　年　　月　　日

教育旅行宿泊誘致促進事業助成金　請求書
（提出先）

公益財団法人　横浜観光コンベンション・ビューロー理事長
所在地


〒


事業者・企業名　






代表者名　　　　　　　　　　　　　　代表者印
　担当者名
TEL 　　　　　　　　 FAX 　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　　教育旅行宿泊誘致促進事業助成金交付要綱第12条に基づき、助成金交付の請求をします。
１　催行日　　　　　　　令和　　年　　月　　日　から　令和　　 年　 　月 　　日まで
２　学校名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学年　　　　　　　　　　　　　
３　請求金額　　　　　　￥　　　　　　　　　　　　　.－　　
７　振込先　金融機関名　　　　　　　　　　　　　　支店名　　　　　　　　　　　　　　   
　　　　　　　預金種別　　　　　　　　　　　　　　口座番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　口座名義　　　　　　　　　　　　　（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※ 請求金額は、交付額確定通知書に記載された金額を記入してください。
【添付書類】「教育旅行宿泊誘致促進事業助成金の受給に係る同意書」

様式第9号（第12条）
令和　　年　　月　　日

教育旅行宿泊誘致促進事業助成金　受給に係る同意書
（提出先）

公益財団法人　横浜観光コンベンション・ビューロー理事長
所在地


〒


事業者・企業名　






代表者名　　　　　　　　　　　　　代表者印
　担当者名
TEL 　　　　　　　　 FAX 　　　　　　　　
E-Mail　　　　　　　　　　　　　　　　　

私は、教育旅行宿泊誘致促進事業助成金を受けるにあたり、次の事項について同意します。
１ 助成金の交付決定の取消しについて
次のいずれかに該当することとなった場合は、交付決定を取消します。
（1）助成対象事業者が、この要綱及び交付決定の内容又はこれに付した条件に違反した場合

（2）助成対象事業者が、助成事業に関して不正、怠慢、虚偽その他不適切な行為をした場合　

（3）同一若しくは一部が重複する事業計画で、他の地方自治体または団体等から補助金、助成金、その他資金援助を受けていたことが明らかになった場合
(4) その他、理事長が交付決定を取り消す必要があると認めた場合
２ 助成金の返還について
(1) 助成対象事業者は、交付決定が取消された場合、その助成金の全部又は一部を返還しなければなりませ
ん。納期限は、交付決定の取消の日の翌日から起算して30 日を経過した日の属する月の末日とします。
(2) 助成金の返還を求められたときは、当該助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金
の額につき年10.95％の割合で加算した加算金を当財団に納付しなければなりません。
(3) 助成金の返還を命ぜられ、これを納付期日までに納付しなかったときは、納付期日の翌日から納付まで
の日数に応じ、その未納額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を当財団に納付しなければなりませ
ん。
� CONTROL Forms.CheckBox.1 \s ���





宿泊施設様にてご記入をお願いします





原　本　郵　送





原　本　郵　送
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